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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第123期

中間連結会計期間
第124期

中間連結会計期間
第123期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (百万円) 2,478,798 2,910,766 5,015,036

経常利益 (百万円) 241,887 247,188 408,171

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 160,933 172,959 275,229

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 228,149 139,416 572,694

純資産額 (百万円) 3,047,454 3,045,317 3,316,538

総資産額 (百万円) 5,367,787 5,841,527 5,809,240

１株当たり中間(当期)
純利益金額

(円) 549.61 612.34 939.92

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

(円) 549.18 611.84 939.14

自己資本比率 (％) 55.5 51.0 55.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 243,416 341,019 465,848

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △199,910 △183,761 △322,239

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △35,603 △196,212 △156,378

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 680,940 661,632 706,523
 

(注) 当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

EDINET提出書類

ダイキン工業株式会社(E01570)

半期報告書

 2/45



 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 
（空調・冷凍機事業）

 
（増加）

買収によるもの

ダイキン アングエン ソリューションズ ジョイント ストック カンパニー

 
新設によるもの

ダイキン トヨタツウショウ エレクトロニクス（タイランド）リミテッド、ダイキン エアコンディショニング

ロワー ガルフ エルエルシー、ダイキン リサーチ アンド デベロップメント インディア プライベート リミ

テッド、ダイキン トレーディング モーリシャス リミテッド、シーディー コンプレッション テクノロジーズ

メキシコ エス デ アールエル デ シーブイ、ガーディナー ファイア アンド セキュリティ エルエルシー

 
（減少）

連結子会社同士の合併によるもの

フランダース ホールディングス エルエルシー及びその他８社、クリマ フレックス エスエイ デ シーブイ、エ

スエイイージー エンジニアリング グループ エスエイエス及びその他２社

 
（化学事業）

 
（増加）

該当する事項はありません。

 
（減少）

清算によるもの

大金フッ素塗料（上海）有限公司

 
この結果、2026年９月30日現在では、当社グループの連結子会社は315社、持分法適用関連会社は18社となりまし

た。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、事業等のリスクについて新たに発生した事項または重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１) 経営成績の状況

当中間連結会計期間（2026年４月１日～９月30日）の世界経済は、中東情勢の緊迫化に伴うエネルギー価格の上昇

や物価高が経済の重しとなりました。米国経済は、AI関連投資を背景に堅調に推移しました。欧州経済は、エネル

ギー価格の上昇を背景に低成長に留まりました。中国経済は、不動産市場の低迷が続く一方、輸出は堅調に推移しま

した。日本経済は、設備投資やAI関連需要、底堅い雇用環境を背景に堅調に推移したものの、物価上昇が景気を下押

ししました。アジア経済は、インド経済が堅調に推移し、ASEAN地域では電子機器・部品輸出が景気を下支えしたも

のの、原油高や物価上昇が内需の重しとなりました。

このような事業環境の中、当社グループは、５月に公表した、2030年度を最終年度とする戦略経営計画

「FUSION30」のもと、「『環境と空気の新たな価値』を提供し、世界で選ばれ続ける高収益なサステナブル企業」を

めざす姿として掲げ、事業拡大と環境社会への貢献の両立に向けた取り組みを進めております。とりわけ、ソリュー

ションをはじめとする高収益領域での成長など、稼ぐ力の再強化を最優先課題として位置づけ、取り組みを推進して

おります。

また、原材料価格の高騰をはじめとするコスト上昇などにより厳しい事業環境が続く中にあっても、「FUSION30」

の初年度として、利益率の向上と過去最高業績の更新をめざすべく、以下の６テーマを全社重点テーマとして定め、

グローバルグループ一丸となって、着実な成果創出とその最大化に取り組んでおります。

 
・ 販売価格政策の推進と、営業力強化および差別化商品の市場投入加速

・ 変動費低減によるコスト競争力の強化

・ グローバルにおけるサービス・ソリューション事業の収益拡大

・ 固定費構造の可視化と抜本的見直しによる売上高固定費率の低減

・ 買収会社の収益力強化による投資成果の早期最大化

・ グローバルグループ横断での先進事例の展開による事業体質の強化と成果創出

 
当中間連結会計期間の経営成績については、売上高は2兆9,107億66百万円（前年同期比17.4％増）となりました。

利益面では、営業利益は2,707億93百万円（前年同期比9.8％増）、経常利益は2,471億88百万円（前年同期比2.2％

増）、親会社株主に帰属する中間純利益は1,729億59百万円（前年同期比7.5％増）となりました。

 

セグメントごとの経営成績を示すと、次のとおりであります。

 

①空調・冷凍機事業

空調・冷凍機事業セグメント合計の売上高は、前年同期比17.0％増の2兆6,996億57百万円となりました。営業利益

は、前年同期比5.2％増の2,443億64百万円となりました。

国内空調では、業務用市場の需要は、暑熱対策需要及びオフィス・商業施設を中心とする市場で堅調に推移し、前

年同期を上回りました。住宅用市場の需要は、全国的に猛暑が続いたことに加え、2027年度の省エネ規制により価格

が上昇する見込みとの報道を受け、買い替え需要が増加し、前年同期を上回りました。当社グループは、このような

状況下で、業務用空調機器市場においては、省エネ性と施工性に優れた「FIVE STAR ZEAS」に加え、低温暖化冷媒

R32を採用し業界トップレベルの省エネ性を実現したビル用マルチエアコン「VRV 7」や、既設配管を再利用してス

ムーズな空調機器の更新を可能にする「VRV Q」シリーズなど、高付加価値商品を中心にユーザー提案を強化し、売

上高は前年同期を上回りました。住宅用空調機器市場においては、省エネ意識の高まりや夏場の使用時間増加を背景

に、冷房しながら除湿を行い、湿度を抑えつつ冷やしすぎを防いで快適性を高めるプレミアム冷房を装備した高省エ

ネ機種『うるさらX』を中心にユーザー提案を強化し、売上高は前年同期を上回りました。
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米州では、住宅用空調機器については、米国関税に起因するインフレ圧力や、住宅ローン金利の高止まりに加え、

中東情勢の不安定化に伴う経済不確実性の高まりを背景に、需要の回復は限定的なものになりました。このような状

況の中、当社グループは、顧客の取り戻し、既存販売店の支援及び新規販売店の開発に継続して取り組み、住宅用ユ

ニタリーの販売を拡大しました。また、省エネ性能に優れた環境配慮型プレミアム商品『Fit（フィット）』の販売

体制強化やコストダウンの推進に努めました。これらの取り組みの結果、売上高は前年同期を上回りました。アプラ

イド空調事業については、供給力と提案力の強化により、データセンター向け需要の拡大を捉え、チラー事業及びカ

スタムエアハンドリングユニット事業の販売が大きく伸長しました。加えて、サービス事業の拡大及び新規買収によ

る増収効果も寄与し、売上高は前年同期を上回りました。

中国では、不動産不況の影響により需要が大きく減速しましたが、販売施策の強化に加え為替のプラス効果もあ

り、地域全体の売上高は前年同期を上回りました。利益面では、高付加価値商品の拡販、ソリューションの強化、コ

ストダウン、固定費削減等に取り組み、これまでの高水準を維持しました。住宅用空調機器市場では、景気が減速す

る中、ユーザーダイレクトのオフラインの小売販売に加え、ライブ放送・Web戦略・SNSなどオンラインを組み合わせ

た当社グループ独自の販売活動を強化しました。また、空調・換気・ヒートポンプ床暖房・空気質センサーなどのシ

ステム商品の販売に加え、IoTやデータ分析を活用し、顧客ごとに最適な空気質やライフスタイルを提供するホーム

ソリューションを強化しました。業務用空調機器市場では、カーボンニュートラル政策の推進による政府物件・工

場・グリーンビル（環境性能が高まるよう配慮して設計された建物）などの市場に対し、省エネを切り口とした提案

を強化しました。アプライド空調機器市場では、需要が堅調な半導体・ハイテク産業向けの販売が拡大したことに加

え、サービス・保守事業の強化、省エネ更新・改造提案を強化しました。

アジア・オセアニアでは、前年の天候不順からの需要回復や、主にインドでの継続的な販売拡大により、地域全体

の売上高は前年同期を上回りました。市場環境としては、中東情勢を背景としたエネルギー価格の高騰や物価上昇の

進行等により、各国で個人消費の減退や、建築資材の高騰・不足に起因する大型物件の遅延等が発生しました。この

ような状況下で、住宅用空調機器については、新機種の投入や、販売店・消費者への販促施策の展開による中高級機

の拡販を進め、売上高は前年同期を上回りました。業務用空調機器については、物件の遅延影響が顕在化する中、販

売店の開発・育成を推進し、中・小型物件の獲得や地方市場の需要の取り込みにより、売上高は前年同期を上回りま

した。アプライド空調機器については、需要が堅調なデータセンター向け等の販売を拡大しました。

欧州では、地域全体の売上高は前年同期を大きく上回りました。住宅用空調機器では、５月後半及び６月後半の熱

波により需要が拡大したフランス、英国、ドイツ、ベルギーで、供給力を活かして需要を着実に取り込むとともに、

高付加価値商品を中心に販売を伸ばし、売上高は前年同期を大きく上回りました。住宅用ヒートポンプ式温水暖房機

器では、中東情勢を背景としたガス価格の高騰やEUの電化行動計画の発表により、ランニングコスト面で優位性を有

するヒートポンプ式暖房機器への需要が拡大しております。当社グループは、フランス、ドイツ、スペイン、ベル

ギー等で販売を伸ばし、売上高は前年同期を大きく上回りました。業務用空調機器では、環境性と省エネ性に優れた

低温暖化冷媒R32を採用した製品の販売を伸ばし、売上高は前年同期を上回りました。アプライド空調機器では、

データセンター向け需要の拡大を背景に販売を伸ばし、売上高は前年同期を大きく上回りました。

中近東・アフリカでは、売上高は前年同期を上回りました。UAEでは、中東情勢悪化継続による物件遅延、輸送

リードタイム長期化の影響を受けましたが、売上高は前年同期を上回りました。トルコでは業務用空調機器の販売が

伸長しました。

フィルタ事業では、全体として需要は堅調に推移しました。米国では、データセンターを含む業務用空調市場向け

の出荷増加により、売上高は前年同期を上回りました。欧州では、OEM事業やプロジェクト案件出荷の伸びにより、

前年同期並みとなりました。中国含むアジア地域では、半導体関連市場を中心に需要が回復基調で推移したほか、病

院・食品飲料等の市場でも拡販し、地域全体の売上高は前年同期を上回りました。国内は設備投資に慎重な動きがみ

られたものの、半導体関連市場を中心に需要回復が進み、売上高は前年同期を上回りました。ガスタービン・集塵機

事業は、集塵機向け製品の販売が低調に推移したものの、ガスタービン向け交換用フィルタの販売が堅調であったこ

とから、売上高は前年同期並みとなりました。

舶用事業では、海上コンテナ冷凍装置や冷凍機の売上を伸ばし、舶用事業全体の売上高は前年同期を上回りまし

た。
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②化学事業

化学事業セグメント合計の売上高は、前年同期比25.2％増の1,587億89百万円となりました。営業利益は、前年同

期比77.3％増の242億14百万円となりました。

フッ素化学製品全体の販売は、半導体分野を中心とする需要回復に加え、新製品や供給力拡大の寄与による販売増

加もあり売上高は前年同期を大きく上回りました。

フッ素樹脂は、半導体向けの需要回復に加え、データセンター分野での需要拡大などにより、グローバル全体で売

上高は前年同期を大きく上回りました。また、フッ素ゴムについても、米州・中国・アジアでの半導体向け需要増や

自動車向け新規需要の取り込みにより、売上高は前年同期を上回りました。

化成品は、半導体プロセス向けエッチング剤の拡販を中心に、売上高は前年同期を大きく上回りました。

フルオロカーボンガスについては、日本・アジアを中心に拡販に努めた結果、売上高は前年同期を上回りました。

 

③その他事業

その他事業セグメント合計の売上高は、前年同期比15.8％増の523億19百万円となりました。営業利益は、前年同

期比251.3％増の22億12百万円となりました。

油機事業では、産業機械用油圧機器は、国内市場向けの販売が増加したことにより、売上高は前年同期を大きく上

回りました。建機車両用油圧機器は、国内主要顧客向けの販売が減少する一方、海外顧客向けの販売が増加したこと

により、売上高は前年同期を上回りました。

特機事業では、酸素濃縮装置の販売が堅調に推移したことに加え、防衛省向けの受注増により、売上高は前年同期

を上回りました。

電子システム事業では、品質課題の解決・設計開発期間の短縮・コストダウン支援といった顧客ニーズに合致した

設計・開発分野向けデータベースシステム『SpaceFinder（スペースファインダー）』と『Smart Innovator（スマー

トイノベーター）』の販売拡大により、売上高は前年同期を上回りました。

 
(２) 財政状態の状況

総資産は、5兆8,415億27百万円となり、前連結会計年度末に比べて322億87百万円増加しました。流動資産は、仕

掛品の増加等により、前連結会計年度末に比べて387億96百万円増加の3兆3,016億77百万円となりました。固定資産

は、のれんの減少等により、前連結会計年度末に比べて65億9百万円減少の2兆5,398億50百万円となりました。

負債は、コマーシャル・ペーパーの増加等により、前連結会計年度末に比べて3,035億8百万円増加の2兆7,962億10

百万円となりました。有利子負債比率は、前連結会計年度末の18.8％から22.8％となりました。

純資産は、自己株式の取得等により、前連結会計年度末に比べて2,712億21百万円減少の3兆453億17百万円となり

ました。

 

(３) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動では、仕入債務の増加等により、前年同期に比べ

て976億2百万円収入が増加し、3,410億19百万円の収入となりました。投資活動では、連結の範囲の変更を伴う子会

社株式の取得による支出の減少等により、前年同期に比べて161億48百万円支出が減少し、1,837億61百万円の支出と

なりました。財務活動では、自己株式の取得による支出の増加等により、前年同期に比べて1,606億9百万円支出が増

加し、1,962億12百万円の支出となりました。これらの結果に為替換算差額を加えた当中間連結会計期間の現金及び

現金同等物の増減額は、前年同期に比べて671億18百万円減少し、442億83百万円のキャッシュの減少となりました。
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(４) 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

当中間連結会計期間において、当連結会社の経営方針、経営環境及び対処すべき課題等に重要な変更はありませ

ん。

 

(５) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は787億40百万円であります。

 

３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 500,000,000

計 500,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 293,113,973 293,113,973
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株であります。

計 293,113,973 293,113,973 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当する事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

当社が2026年５月13日に実施した東京証券取引所（以下「東証」という。）の自己株式立会外買付取引

（ToSTNeT-3）における買付け（コミットメント型自己株式取得（FCSR）による自己株式取得）の結果により、

2026年５月12日開催の取締役会決議に基づく第三者割当による第25回～第30回新株予約権を、2026年５月27日付

で、以下の通り発行しました。なお、2026年９月30日までに消滅した新株予約権については、その旨を注記して

います。
 

（第25回新株予約権）

決議年月日 2026年５月12日

新株予約権の数 １個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数 （注）１

新株予約権の行使時の払込金額 １円

新株予約権の行使期間 2026年６月３日から2026年12月２日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　１円
資本組入額　（注）２

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社の書面
による事前承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４
 

 

本新株予約権は、割当先である野村キャピタル・インベストメント株式会社が行使しないことを当社に対して通知し

たことにより、2026年８月６日に消滅しております。
 

（注）１ 新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

(１)本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個の行使請求により当社が

当社普通株式を交付する数（以下「交付株式数」という。）は、以下の計算式に従って算定される株式数

（単元未満株式については切り捨てる。）とする。
 

交付株式数 ＝ (ⅰ)取得済株式数 － (ⅱ)平均株価取得株式数（０を下回る場合には、０株とする。）
 

(ⅰ)「取得済株式数」は、2,414,783株。ただし、平均株価算定期間（下記(ⅱ)③に定義する。）中に調整

事由等（下記（２）に定義する。）が発生した場合には、取得済株式数は、下記（２）に従って調整さ

れる。

(ⅱ)「平均株価取得株式数」とは、以下の計算式に従った計算の結果得られる株式数（一株未満については

切り捨てる。）とする。

 
平均株価取得株式数 ＝ ①自己株式買付金額 ÷ ②平均株価
 

①「自己株式買付金額」は、58,220,426,166円
 

②「平均株価」とは、下記ⅠにⅡを加えた数値（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨

てる。）をいう。ただし、平均株価算定期間中に調整事由等が発生した場合には、当社は、下記（２）の規

定に従い、平均株価を調整するものとする。

Ⅰ.平均株価算定期間の各取引日においてBloomberg L.P.が提示する6367_JT Equity AQRの画面（またはそ

れに代わる画面もしくはサービス）に表示する当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格（VWAP）

の算術平均値（売買高加重平均価格（VWAP）が表示されない日は計算に含めない。）に99.575％を乗じ

て得られた金額
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Ⅱ.2026年５月14日から行使日の前取引日までのいずれかの日を権利付最終日（配当の基準日の２営業日前

の日をいう。以下同じ。）とする一株あたりの各配当額（2027年３月期の中間配当および2026年10月１

日以降の日を権利付最終日とする各配当の配当額については、165円を控除する。）×（当該各配当に

係る権利落ち日（権利付最終日の翌営業日をいう。以下同じ。）から2026年12月２日までの取引日数）

÷（2026年５月14日から2026年12月２日までの取引日数）の累計
 

③「平均株価算定期間」とは、2026年５月14日から本新株予約権の行使日の前日までの期間をいう。ただ

し、平均株価の算定において、以下のⅠもしくはⅡの期間における取引日またはⅢもしくはⅣに定める取引

日は平均株価算定期間に含めないものとする。

Ⅰ.当社が、野村證券株式会社（以下「野村證券」という。）または野村證券の親会社の関係会社との間で

元引受契約を締結して実施する株式または新株予約権（新株予約権付社債を含む。）の募集または売出

しにおける、当該募集または売出しに係る価格等の条件決定期間の初日から申込期日までの期間

Ⅱ.野村證券または野村證券の親会社の関係会社が公開買付代理人となる当社普通株式に対する公開買付け

が実施される場合における、当該公開買付け実施が公表された日の翌取引日から公開買付け終了日まで

の期間

Ⅲ.東証の取引参加者による取引行為を一般的に混乱または害する事由（下記Ⅳに定める事由を除く。）で

あると野村證券が判断した事由が生じた取引日（なお、野村證券が本Ⅲに定める事由の発生を了知した

場合、本新株予約権に係る新株予約権者は、実務上可能な限り速やかに、当社に対して、その旨を通知

するものとする。）

Ⅳ.東証の取引日において、売買高加重平均価格（VWAP）が表示されなかった取引日

 
(２)平均株価等の調整

(ⅰ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、平均株価は、以下の規定に従って調整された、平均株

価算定期間に属する各日の売買高加重平均価格（VWAP）の算術平均値（売買高加重平均価格（VWAP）が表示

されない日は計算に含めない。）に99.575％を乗じて得られた金額に2026年５月14日から行使日の前取引日

までのいずれかの日を権利付最終日とする一株あたりの各配当額（2027年３月期の中間配当および2026年10

月１日以降の日を権利付最終日とする各配当の配当額については、165円を控除する。）×（当該各配当に

係る権利落ち日から2026年12月２日までの取引日数）÷（2026年５月14日から2026年12月２日までの取引日

数）の累計を加えた金額（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨てる。）とする。

平均株価算定期間中に調整事由が生じた場合、発生した調整事由に係る調整事由効力発生日（以下に定義

する。）の前日以前の各日の当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格（VWAP）は、当該各日の売買高

加重平均価格（VWAP）に、当該調整事由について調整割合計算式（以下に定義する。）に従って算出される

調整割合を乗じた結果得られる金額（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨てる。）に

調整される。なお、平均株価算定期間中に複数の調整事由が生じた場合、当社は、発生したすべての調整事

由について、発生した調整事由ごとに、関連する調整事由効力発生日の前日以前の各日の売買高加重平均価

格（VWAP）に対して、上記の調整を行うものとし、ある日の売買高加重平均価格（VWAP）に対し複数回の調

整が行われることがある。

「調整事由」とは、当社が当社普通株式の株式分割、株式併合もしくは無償割当てまたは当社普通株式を

対価もしくは対象とする取得請求権付種類株式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てのい

ずれかを行った場合をいう。

「調整事由効力発生日」とは、当社が当社普通株式の株式分割または株式併合を行った場合には、当社普

通株式の株式分割または株式併合のための基準日（基準日を定めない場合は、効力発生日の前日とし、基準

日または効力発生日の前日が取引日でない場合は、それらの直前の取引日とする。）の１取引日前の日をい

い、また、当社が当社普通株式の無償割当てまたは当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種

類株式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てを行った場合には、当該無償割当ての効力発

生日の前日（効力発生日の前日が取引日でない場合は、その直前の取引日とする。）の１取引日前の日をい

う。ただし、当社普通株式の無償割当てまたは当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種類株

式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てについて、当社普通株主に割当てを受ける権利を

与えるための基準日がある場合は、その日（基準日が取引日でない場合は、その直前の取引日とする。）の

１取引日前の日とする。

「調整割合」は、発生した調整事由ごとに、以下の計算式（以下「調整割合計算式」という。）に従って
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計算される。なお、調整割合計算式の分母における交付普通株式数の加算は、株式併合の場合には、株式併

合により減少した株式数を減ずるものとし、当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種類株

式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当ての場合には、取得または行使により交付される株

式数を加算するものとして読み替えるものとする。
 

調整割合＝ 既発行普通株式数 ÷ （既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数）
 

ただし、既発行普通株式数および交付普通株式数ともに、当社が保有する当社普通株式数および当社に交付

される当社普通株式数を除く。
 

(ⅱ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、基準株価（（注）３に定義する。）は、当初の基準株

価に対して、割当日の翌日以降行使日までに発生したすべての調整事由について、発生した調整事由ごと

に、調整割合計算式に従って算出される調整割合を、順次すべて乗じた結果得られる金額（小数第１位まで

算出し、その小数第１位を切り捨てる。）に調整される。
 

(ⅲ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、取得済株式数は、当初の取得済株式数に対して、割当

日の翌日以降行使日までに発生したすべての調整事由について、発生した調整事由ごとに、調整割合計算式

に従って算出される調整割合で、順次すべて除した結果得られる株式数（小数第１位まで算出し、その小数

第１位を切り捨てる。）に調整される。
 

(ⅳ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合以外にも、次に掲げる場合（「調整事由」と併せて「調

整事由等」という。）には、平均株価、基準株価および取得済株式数（以下「平均株価等」と総称する。）

について必要な調整を行う。

Ⅰ.調整事由に含まれない当社普通株式の発行または当社が保有する当社普通株式の処分（無償割当てに

よる場合を含む。）のために平均株価等の調整を必要とするとき。

Ⅱ.資本金の減少、当社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の権利義務の全

部または一部の承継、または他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株式の全部の取

得のために平均株価等の調整を必要とするとき。

Ⅲ.その他当社既発行普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により平均株価等の調整

を必要とするとき。

 
（注）２ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第17条の定めるとこ

ろに従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生ずる場

合は、その端数を切り上げるものとする。

 
（注）３ 新株予約権の行使の条件

(１)本新株予約権の一部行使はできないものとする。

(２)本新株予約権の行使を行わないことを決定した場合には、本新株予約権に係る新株予約権者はその旨を

当社に速やかに通知するものとする。当該通知が行われた日以降、当該本新株予約権を行使することはでき

ない。

(３)平均株価が24,110円（「基準株価」といい、平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、（注）１

(２)の規定に従って調整される。）と同額または基準株価を下回る場合には、本新株予約権を行使すること

はできない。

 

EDINET提出書類

ダイキン工業株式会社(E01570)

半期報告書

11/45



 

（注）４ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収分

割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、または株式移転完全子会社となる

株式移転（以下「組織再編行為」という。）を行う場合は、当該組織再編行為の効力発生日の直前において

残存する本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設

分割設立会社、株式交換完全親会社または株式移転設立完全親会社（以下「再編当事会社」という。）は以

下の条件に基づき本新株予約権に係る新株予約権者に新たに再編当事会社の新株予約権を交付するものとす

る。

(１)新たに交付される新株予約権の数

１個とする。

(２)新たに交付される新株予約権の目的である株式の種類

再編当事会社の普通株式とする。

(３)新たに交付される新株予約権の目的である株式の数の算定方法

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、（注）１に準じて決定する。

(４)新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、同新株予約権１個の行使に際

して出資される財産の価額は、１円とする。

(５)新たに交付される新株予約権に係る行使可能期間

本新株予約権の行使可能期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から本新株予

約権の行使可能期間の末日までとする。

(６)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金、新株予約権の

取得条項の有無、新株予約権の行使の条件ならびに組織再編行為の場合の新株予約権の交付

本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為に際して決定する。

(７)その他の条件については、再編当事会社の条件に準じて決定する。
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（第26回新株予約権）

決議年月日 2026年５月12日

新株予約権の数 １個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数 （注）１

新株予約権の行使時の払込金額 １円

新株予約権の行使期間 2026年７月３日から2026年12月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　１円
資本組入額　（注）２

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社の書面
による事前承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４
 

 

本新株予約権は、割当先である野村キャピタル・インベストメント株式会社が行使しないことを当社に対して通知し

たことにより、2026年８月６日に消滅しております。
 

（注）１ 新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

(１)本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個の行使請求により当社が

当社普通株式を交付する数（以下「交付株式数」という。）は、以下の計算式に従って算定される株式数

（単元未満株式については切り捨てる。）とする。
 

交付株式数 ＝ (ⅰ)取得済株式数 － (ⅱ)平均株価取得株式数（０を下回る場合には、０株とする。）
 

(ⅰ)「取得済株式数」は、2,414,783株。ただし、平均株価算定期間（下記(ⅱ)③に定義する。）中に調整

事由等（下記（２）に定義する。）が発生した場合には、取得済株式数は、下記（２）に従って調整さ

れる。

(ⅱ)「平均株価取得株式数」とは、以下の計算式に従った計算の結果得られる株式数（一株未満については

切り捨てる。）とする。

 
平均株価取得株式数 ＝ ①自己株式買付金額 ÷ ②平均株価
 

①「自己株式買付金額」は、58,220,426,166円
 

②「平均株価」とは、下記ⅠにⅡを加えた数値（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨

てる。）をいう。ただし、平均株価算定期間中に調整事由等が発生した場合には、当社は、下記（２）の規

定に従い、平均株価を調整するものとする。

Ⅰ.平均株価算定期間の各取引日においてBloomberg L.P.が提示する6367_JT Equity AQRの画面（またはそ

れに代わる画面もしくはサービス）に表示する当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格（VWAP）

の算術平均値（売買高加重平均価格（VWAP）が表示されない日は計算に含めない。）に99.547％を乗じ

て得られた金額

Ⅱ.2026年５月14日から行使日の前取引日までのいずれかの日を権利付最終日とする一株あたりの各配当額

（2027年３月期の中間配当および2026年10月１日以降の日を権利付最終日とする各配当の配当額につい

ては、165円を控除する。）×（当該各配当に係る権利落ち日から2026年12月25日までの取引日数）÷

（2026年５月14日から2026年12月25日までの取引日数）の累計
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③「平均株価算定期間」とは、2026年５月14日から本新株予約権の行使日の前日までの期間をいう。ただ

し、平均株価の算定において、以下のⅠもしくはⅡの期間における取引日またはⅢもしくはⅣに定める取引

日は平均株価算定期間に含めないものとする。

Ⅰ.当社が、野村證券株式会社（以下「野村證券」という。）または野村證券の親会社の関係会社との間で

元引受契約を締結して実施する株式または新株予約権（新株予約権付社債を含む。）の募集または売出

しにおける、当該募集または売出しに係る価格等の条件決定期間の初日から申込期日までの期間

Ⅱ.野村證券または野村證券の親会社の関係会社が公開買付代理人となる当社普通株式に対する公開買付け

が実施される場合における、当該公開買付け実施が公表された日の翌取引日から公開買付け終了日まで

の期間

Ⅲ.東証の取引参加者による取引行為を一般的に混乱または害する事由（下記Ⅳに定める事由を除く。）で

あると野村證券が判断した事由が生じた取引日（なお、野村證券が本Ⅲに定める事由の発生を了知した

場合、本新株予約権に係る新株予約権者は、実務上可能な限り速やかに、当社に対して、その旨を通知

するものとする。）

Ⅳ.東証の取引日において、売買高加重平均価格（VWAP）が表示されなかった取引日

 
(２)平均株価等の調整

(ⅰ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、平均株価は、以下の規定に従って調整された、平均株

価算定期間に属する各日の売買高加重平均価格（VWAP）の算術平均値（売買高加重平均価格（VWAP）が表示

されない日は計算に含めない。）に99.547％を乗じて得られた金額に2026年５月14日から行使日の前取引日

までのいずれかの日を権利付最終日とする一株あたりの各配当額（2027年３月期の中間配当および2026年10

月１日以降の日を権利付最終日とする各配当の配当額については、165円を控除する。）×（当該各配当に

係る権利落ち日から2026年12月25日までの取引日数）÷（2026年５月14日から2026年12月25日までの取引日

数）の累計を加えた金額（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨てる。）とする。

平均株価算定期間中に調整事由が生じた場合、発生した調整事由に係る調整事由効力発生日（以下に定義

する。）の前日以前の各日の当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格（VWAP）は、当該各日の売買高

加重平均価格（VWAP）に、当該調整事由について調整割合計算式（以下に定義する。）に従って算出される

調整割合を乗じた結果得られる金額（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨てる。）に

調整される。なお、平均株価算定期間中に複数の調整事由が生じた場合、当社は、発生したすべての調整事

由について、発生した調整事由ごとに、関連する調整事由効力発生日の前日以前の各日の売買高加重平均価

格（VWAP）に対して、上記の調整を行うものとし、ある日の売買高加重平均価格（VWAP）に対し複数回の調

整が行われることがある。

「調整事由」とは、当社が当社普通株式の株式分割、株式併合もしくは無償割当てまたは当社普通株式を

対価もしくは対象とする取得請求権付種類株式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てのい

ずれかを行った場合をいう。

「調整事由効力発生日」とは、当社が当社普通株式の株式分割または株式併合を行った場合には、当社普

通株式の株式分割または株式併合のための基準日（基準日を定めない場合は、効力発生日の前日とし、基準

日または効力発生日の前日が取引日でない場合は、それらの直前の取引日とする。）の１取引日前の日をい

い、また、当社が当社普通株式の無償割当てまたは当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種

類株式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てを行った場合には、当該無償割当ての効力発

生日の前日（効力発生日の前日が取引日でない場合は、その直前の取引日とする。）の１取引日前の日をい

う。ただし、当社普通株式の無償割当てまたは当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種類株

式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てについて、当社普通株主に割当てを受ける権利を

与えるための基準日がある場合は、その日（基準日が取引日でない場合は、その直前の取引日とする。）の

１取引日前の日とする。
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「調整割合」は、発生した調整事由ごとに、以下の計算式（以下「調整割合計算式」という。）に従って

計算される。なお、調整割合計算式の分母における交付普通株式数の加算は、株式併合の場合には、株式併

合により減少した株式数を減ずるものとし、当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種類株

式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当ての場合には、取得または行使により交付される株

式数を加算するものとして読み替えるものとする。
 

調整割合＝ 既発行普通株式数 ÷ （既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数）
 

ただし、既発行普通株式数および交付普通株式数ともに、当社が保有する当社普通株式数および当社に交付

される当社普通株式数を除く。
 

(ⅱ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、基準株価（（注）３に定義する。）は、当初の基準株

価に対して、割当日の翌日以降行使日までに発生したすべての調整事由について、発生した調整事由ごと

に、調整割合計算式に従って算出される調整割合を、順次すべて乗じた結果得られる金額（小数第１位まで

算出し、その小数第１位を切り捨てる。）に調整される。
 

(ⅲ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、取得済株式数は、当初の取得済株式数に対して、割当

日の翌日以降行使日までに発生したすべての調整事由について、発生した調整事由ごとに、調整割合計算式

に従って算出される調整割合で、順次すべて除した結果得られる株式数（小数第１位まで算出し、その小数

第１位を切り捨てる。）に調整される。
 

(ⅳ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合以外にも、次に掲げる場合（「調整事由」と併せて「調

整事由等」という。）には、平均株価、基準株価および取得済株式数（以下「平均株価等」と総称する。）

について必要な調整を行う。

Ⅰ.調整事由に含まれない当社普通株式の発行または当社が保有する当社普通株式の処分（無償割当てに

よる場合を含む。）のために平均株価等の調整を必要とするとき。

Ⅱ.資本金の減少、当社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の権利義務の全

部または一部の承継、または他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株式の全部の取

得のために平均株価等の調整を必要とするとき。

Ⅲ.その他当社既発行普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により平均株価等の調整

を必要とするとき。

 
（注）２～４ 上記「第25回新株予約権」の（注）２～４に記載のとおりであります。
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（第27回新株予約権）

決議年月日 2026年５月12日

新株予約権の数 １個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数 （注）１

新株予約権の行使時の払込金額 １円

新株予約権の行使期間 2026年８月５日から2027年２月１日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　１円
資本組入額　（注）２

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社の書面
による事前承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４
 

 

本新株予約権は、割当先である野村キャピタル・インベストメント株式会社が行使しないことを当社に対して通知し

たことにより、2026年８月13日に消滅しております。
 

（注）１ 新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

(１)本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個の行使請求により当社が

当社普通株式を交付する数（以下「交付株式数」という。）は、以下の計算式に従って算定される株式数

（単元未満株式については切り捨てる。）とする。
 

交付株式数 ＝ (ⅰ)取得済株式数 － (ⅱ)平均株価取得株式数（０を下回る場合には、０株とする。）
 

(ⅰ)「取得済株式数」は、2,414,783株。ただし、平均株価算定期間（下記(ⅱ)③に定義する。）中に調整

事由等（下記（２）に定義する。）が発生した場合には、取得済株式数は、下記（２）に従って調整さ

れる。

(ⅱ)「平均株価取得株式数」とは、以下の計算式に従った計算の結果得られる株式数（一株未満については

切り捨てる。）とする。

 
平均株価取得株式数 ＝ ①自己株式買付金額 ÷ ②平均株価
 

①「自己株式買付金額」は、58,220,426,166円
 

②「平均株価」とは、下記ⅠにⅡを加えた数値（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨

てる。）をいう。ただし、平均株価算定期間中に調整事由等が発生した場合には、当社は、下記（２）の規

定に従い、平均株価を調整するものとする。

Ⅰ.平均株価算定期間の各取引日においてBloomberg L.P.が提示する6367_JT Equity AQRの画面（またはそ

れに代わる画面もしくはサービス）に表示する当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格（VWAP）

の算術平均値（売買高加重平均価格（VWAP）が表示されない日は計算に含めない。）に99.506％を乗じ

て得られた金額

Ⅱ.第27回新株予約権については、2026年５月14日から行使日の前取引日までのいずれかの日を権利付最終

日とする一株あたりの各配当額（2027年３月期の中間配当および2026年10月１日以降の日を権利付最終

日とする各配当の配当額については、165円を控除する。）×（当該各配当に係る権利落ち日から2027

年２月１日までの取引日数）÷（2026年５月14日から2027年２月１日までの取引日数）の累計
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③「平均株価算定期間」とは、2026年５月14日から本新株予約権の行使日の前日までの期間をいう。ただ

し、平均株価の算定において、以下のⅠもしくはⅡの期間における取引日またはⅢもしくはⅣに定める取引

日は平均株価算定期間に含めないものとする。

Ⅰ.当社が、野村證券株式会社（以下「野村證券」という。）または野村證券の親会社の関係会社との間で

元引受契約を締結して実施する株式または新株予約権（新株予約権付社債を含む。）の募集または売出

しにおける、当該募集または売出しに係る価格等の条件決定期間の初日から申込期日までの期間

Ⅱ.野村證券または野村證券の親会社の関係会社が公開買付代理人となる当社普通株式に対する公開買付け

が実施される場合における、当該公開買付け実施が公表された日の翌取引日から公開買付け終了日まで

の期間

Ⅲ.東証の取引参加者による取引行為を一般的に混乱または害する事由（下記Ⅳに定める事由を除く。）で

あると野村證券が判断した事由が生じた取引日（なお、野村證券が本Ⅲに定める事由の発生を了知した

場合、本新株予約権に係る新株予約権者は、実務上可能な限り速やかに、当社に対して、その旨を通知

するものとする。）

Ⅳ.東証の取引日において、売買高加重平均価格（VWAP）が表示されなかった取引日

 
(２)平均株価等の調整

(ⅰ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、平均株価は、以下の規定に従って調整された、平均株

価算定期間に属する各日の売買高加重平均価格（VWAP）の算術平均値（売買高加重平均価格（VWAP）が表示

されない日は計算に含めない。）に99.506％を乗じて得られた金額に2026年５月14日から行使日の前取引日

までのいずれかの日を権利付最終日とする一株あたりの各配当額（2027年３月期の中間配当および2026年10

月１日以降の日を権利付最終日とする各配当の配当額については、165円を控除する。）×（当該各配当に

係る権利落ち日から2027年２月１日までの取引日数）÷（2026年５月14日から2027年２月１日までの取引日

数）の累計を加えた金額（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨てる。）とする。

平均株価算定期間中に調整事由が生じた場合、発生した調整事由に係る調整事由効力発生日（以下に定義

する。）の前日以前の各日の当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格（VWAP）は、当該各日の売買高

加重平均価格（VWAP）に、当該調整事由について調整割合計算式（以下に定義する。）に従って算出される

調整割合を乗じた結果得られる金額（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨てる。）に

調整される。なお、平均株価算定期間中に複数の調整事由が生じた場合、当社は、発生したすべての調整事

由について、発生した調整事由ごとに、関連する調整事由効力発生日の前日以前の各日の売買高加重平均価

格（VWAP）に対して、上記の調整を行うものとし、ある日の売買高加重平均価格（VWAP）に対し複数回の調

整が行われることがある。

「調整事由」とは、当社が当社普通株式の株式分割、株式併合もしくは無償割当てまたは当社普通株式を

対価もしくは対象とする取得請求権付種類株式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てのい

ずれかを行った場合をいう。

「調整事由効力発生日」とは、当社が当社普通株式の株式分割または株式併合を行った場合には、当社普

通株式の株式分割または株式併合のための基準日（基準日を定めない場合は、効力発生日の前日とし、基準

日または効力発生日の前日が取引日でない場合は、それらの直前の取引日とする。）の１取引日前の日をい

い、また、当社が当社普通株式の無償割当てまたは当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種

類株式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てを行った場合には、当該無償割当ての効力発

生日の前日（効力発生日の前日が取引日でない場合は、その直前の取引日とする。）の１取引日前の日をい

う。ただし、当社普通株式の無償割当てまたは当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種類株

式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てについて、当社普通株主に割当てを受ける権利を

与えるための基準日がある場合は、その日（基準日が取引日でない場合は、その直前の取引日とする。）の

１取引日前の日とする。
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「調整割合」は、発生した調整事由ごとに、以下の計算式（以下「調整割合計算式」という。）に従って

計算される。なお、調整割合計算式の分母における交付普通株式数の加算は、株式併合の場合には、株式併

合により減少した株式数を減ずるものとし、当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種類株

式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当ての場合には、取得または行使により交付される株

式数を加算するものとして読み替えるものとする。
 

調整割合＝ 既発行普通株式数 ÷ （既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数）
 

ただし、既発行普通株式数および交付普通株式数ともに、当社が保有する当社普通株式数および当社に交付

される当社普通株式数を除く。
 

(ⅱ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、基準株価（（注）３に定義する。）は、当初の基準株

価に対して、割当日の翌日以降行使日までに発生したすべての調整事由について、発生した調整事由ごと

に、調整割合計算式に従って算出される調整割合を、順次すべて乗じた結果得られる金額（小数第１位まで

算出し、その小数第１位を切り捨てる。）に調整される。
 

(ⅲ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、取得済株式数は、当初の取得済株式数に対して、割当

日の翌日以降行使日までに発生したすべての調整事由について、発生した調整事由ごとに、調整割合計算式

に従って算出される調整割合で、順次すべて除した結果得られる株式数（小数第１位まで算出し、その小数

第１位を切り捨てる。）に調整される。
 

(ⅳ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合以外にも、次に掲げる場合（「調整事由」と併せて「調

整事由等」という。）には、平均株価、基準株価および取得済株式数（以下「平均株価等」と総称する。）

について必要な調整を行う。

Ⅰ.調整事由に含まれない当社普通株式の発行または当社が保有する当社普通株式の処分（無償割当てに

よる場合を含む。）のために平均株価等の調整を必要とするとき。

Ⅱ.資本金の減少、当社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の権利義務の全

部または一部の承継、または他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株式の全部の取

得のために平均株価等の調整を必要とするとき。

Ⅲ.その他当社既発行普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により平均株価等の調整

を必要とするとき。

 
（注）２～４ 上記「第25回新株予約権」の（注）２～４に記載のとおりであります。
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（第28回新株予約権）

決議年月日 2026年５月12日

新株予約権の数 １個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数 （注）１

新株予約権の行使時の払込金額 １円

新株予約権の行使期間 2026年９月７日から2027年３月３日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　１円
資本組入額　（注）２

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社の書面
による事前承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４
 

 

本新株予約権は、割当先である野村キャピタル・インベストメント株式会社が行使しないことを当社に対して通知し

たことにより、2026年９月７日に消滅しております。
 

（注）１ 新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

(１)本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個の行使請求により当社が

当社普通株式を交付する数（以下「交付株式数」という。）は、以下の計算式に従って算定される株式数

（単元未満株式については切り捨てる。）とする。
 

交付株式数 ＝ (ⅰ)取得済株式数 － (ⅱ)平均株価取得株式数（０を下回る場合には、０株とする。）
 

(ⅰ)「取得済株式数」は、2,414,783株。ただし、平均株価算定期間（下記(ⅱ)③に定義する。）中に調整

事由等（下記（２）に定義する。）が発生した場合には、取得済株式数は、下記（２）に従って調整さ

れる。

(ⅱ)「平均株価取得株式数」とは、以下の計算式に従った計算の結果得られる株式数（一株未満については

切り捨てる。）とする。

 
平均株価取得株式数 ＝ ①自己株式買付金額 ÷ ②平均株価
 

①「自己株式買付金額」は、58,220,426,166円
 

②「平均株価」とは、下記ⅠにⅡを加えた数値（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨

てる。）をいう。ただし、平均株価算定期間中に調整事由等が発生した場合には、当社は、下記（２）の規

定に従い、平均株価を調整するものとする。

Ⅰ.平均株価算定期間の各取引日においてBloomberg L.P.が提示する6367_JT Equity AQRの画面（またはそ

れに代わる画面もしくはサービス）に表示する当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格（VWAP）

の算術平均値（売買高加重平均価格（VWAP）が表示されない日は計算に含めない。）に99.446％を乗じ

て得られた金額

Ⅱ.2026年５月14日から行使日の前取引日までのいずれかの日を権利付最終日とする一株あたりの各配当額

（2027年３月期の中間配当および2026年10月１日以降の日を権利付最終日とする各配当の配当額につい

ては、165円を控除する。）×（当該各配当に係る権利落ち日から2027年３月３日までの取引日数）÷

（2026年５月14日から2027年３月３日までの取引日数）の累計
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③「平均株価算定期間」とは、2026年５月14日から本新株予約権の行使日の前日までの期間をいう。ただ

し、平均株価の算定において、以下のⅠもしくはⅡの期間における取引日またはⅢもしくはⅣに定める取引

日は平均株価算定期間に含めないものとする。

Ⅰ.当社が、野村證券株式会社（以下「野村證券」という。）または野村證券の親会社の関係会社との間で

元引受契約を締結して実施する株式または新株予約権（新株予約権付社債を含む。）の募集または売出

しにおける、当該募集または売出しに係る価格等の条件決定期間の初日から申込期日までの期間

Ⅱ.野村證券または野村證券の親会社の関係会社が公開買付代理人となる当社普通株式に対する公開買付け

が実施される場合における、当該公開買付け実施が公表された日の翌取引日から公開買付け終了日まで

の期間

Ⅲ.東証の取引参加者による取引行為を一般的に混乱または害する事由（下記Ⅳに定める事由を除く。）で

あると野村證券が判断した事由が生じた取引日（なお、野村證券が本Ⅲに定める事由の発生を了知した

場合、本新株予約権に係る新株予約権者は、実務上可能な限り速やかに、当社に対して、その旨を通知

するものとする。）

Ⅳ.東証の取引日において、売買高加重平均価格（VWAP）が表示されなかった取引日

 
(２)平均株価等の調整

(ⅰ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、平均株価は、以下の規定に従って調整された、平均株

価算定期間に属する各日の売買高加重平均価格（VWAP）の算術平均値（売買高加重平均価格（VWAP）が表示

されない日は計算に含めない。）に99.446％を乗じて得られた金額に2026年５月14日から行使日の前取引日

までのいずれかの日を権利付最終日とする一株あたりの各配当額（2027年３月期の中間配当および2026年10

月１日以降の日を権利付最終日とする各配当の配当額については、165円を控除する。）×（当該各配当に

係る権利落ち日から2027年３月３日までの取引日数）÷（2026年５月14日から2027年３月３日までの取引日

数）の累計を加えた金額（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨てる。）とする。

平均株価算定期間中に調整事由が生じた場合、発生した調整事由に係る調整事由効力発生日（以下に定義

する。）の前日以前の各日の当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格（VWAP）は、当該各日の売買高

加重平均価格（VWAP）に、当該調整事由について調整割合計算式（以下に定義する。）に従って算出される

調整割合を乗じた結果得られる金額（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨てる。）に

調整される。なお、平均株価算定期間中に複数の調整事由が生じた場合、当社は、発生したすべての調整事

由について、発生した調整事由ごとに、関連する調整事由効力発生日の前日以前の各日の売買高加重平均価

格（VWAP）に対して、上記の調整を行うものとし、ある日の売買高加重平均価格（VWAP）に対し複数回の調

整が行われることがある。

「調整事由」とは、当社が当社普通株式の株式分割、株式併合もしくは無償割当てまたは当社普通株式を

対価もしくは対象とする取得請求権付種類株式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てのい

ずれかを行った場合をいう。

「調整事由効力発生日」とは、当社が当社普通株式の株式分割または株式併合を行った場合には、当社普

通株式の株式分割または株式併合のための基準日（基準日を定めない場合は、効力発生日の前日とし、基準

日または効力発生日の前日が取引日でない場合は、それらの直前の取引日とする。）の１取引日前の日をい

い、また、当社が当社普通株式の無償割当てまたは当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種

類株式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てを行った場合には、当該無償割当ての効力発

生日の前日（効力発生日の前日が取引日でない場合は、その直前の取引日とする。）の１取引日前の日をい

う。ただし、当社普通株式の無償割当てまたは当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種類株

式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てについて、当社普通株主に割当てを受ける権利を

与えるための基準日がある場合は、その日（基準日が取引日でない場合は、その直前の取引日とする。）の

１取引日前の日とする。
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「調整割合」は、発生した調整事由ごとに、以下の計算式（以下「調整割合計算式」という。）に従って

計算される。なお、調整割合計算式の分母における交付普通株式数の加算は、株式併合の場合には、株式併

合により減少した株式数を減ずるものとし、当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種類株

式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当ての場合には、取得または行使により交付される株

式数を加算するものとして読み替えるものとする。
 

調整割合＝ 既発行普通株式数 ÷ （既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数）
 

ただし、既発行普通株式数および交付普通株式数ともに、当社が保有する当社普通株式数および当社に交付

される当社普通株式数を除く。
 

(ⅱ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、基準株価（（注）３に定義する。）は、当初の基準株

価に対して、割当日の翌日以降行使日までに発生したすべての調整事由について、発生した調整事由ごと

に、調整割合計算式に従って算出される調整割合を、順次すべて乗じた結果得られる金額（小数第１位まで

算出し、その小数第１位を切り捨てる。）に調整される。
 

(ⅲ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、取得済株式数は、当初の取得済株式数に対して、割当

日の翌日以降行使日までに発生したすべての調整事由について、発生した調整事由ごとに、調整割合計算式

に従って算出される調整割合で、順次すべて除した結果得られる株式数（小数第１位まで算出し、その小数

第１位を切り捨てる。）に調整される。
 

(ⅳ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合以外にも、次に掲げる場合（「調整事由」と併せて「調

整事由等」という。）には、平均株価、基準株価および取得済株式数（以下「平均株価等」と総称する。）

について必要な調整を行う。

Ⅰ.調整事由に含まれない当社普通株式の発行または当社が保有する当社普通株式の処分（無償割当てに

よる場合を含む。）のために平均株価等の調整を必要とするとき。

Ⅱ.資本金の減少、当社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の権利義務の全

部または一部の承継、または他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株式の全部の取

得のために平均株価等の調整を必要とするとき。

Ⅲ.その他当社既発行普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により平均株価等の調整

を必要とするとき。

 
（注）２～４ 上記「第25回新株予約権」の（注）２～４に記載のとおりであります。
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（第29回新株予約権）

決議年月日 2026年５月12日

新株予約権の数 １個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数 （注）１

新株予約権の行使時の払込金額 １円

新株予約権の行使期間 2026年10月13日から2027年４月１日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　１円
資本組入額　（注）２

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社の書面
による事前承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４
 

 

（注）１ 新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

(１)本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個の行使請求により当社が

当社普通株式を交付する数（以下「交付株式数」という。）は、以下の計算式に従って算定される株式数

（単元未満株式については切り捨てる。）とする。
 

交付株式数 ＝ (ⅰ)取得済株式数 － (ⅱ)平均株価取得株式数（０を下回る場合には、０株とする。）
 

(ⅰ)「取得済株式数」は、2,414,783株。ただし、平均株価算定期間（下記(ⅱ)③に定義する。）中に調整

事由等（下記（２）に定義する。）が発生した場合には、取得済株式数は、下記（２）に従って調整さ

れる。

(ⅱ)「平均株価取得株式数」とは、以下の計算式に従った計算の結果得られる株式数（一株未満については

切り捨てる。）とする。

 
平均株価取得株式数 ＝ ①自己株式買付金額 ÷ ②平均株価
 

①「自己株式買付金額」は、58,220,426,166円
 

②「平均株価」とは、下記ⅠにⅡを加えた数値（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨

てる。）をいう。ただし、平均株価算定期間中に調整事由等が発生した場合には、当社は、下記（２）の規

定に従い、平均株価を調整するものとする。

Ⅰ.平均株価算定期間の各取引日においてBloomberg L.P.が提示する6367_JT Equity AQRの画面（またはそ

れに代わる画面もしくはサービス）に表示する当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格（VWAP）

の算術平均値（売買高加重平均価格（VWAP）が表示されない日は計算に含めない。）に99.350％を乗じ

て得られた金額

Ⅱ.2026年５月14日から行使日の前取引日までのいずれかの日を権利付最終日とする一株あたりの各配当額

（2027年３月期の中間配当および2026年10月１日以降の日を権利付最終日とする各配当の配当額につい

ては、165円を控除する。）×（当該各配当に係る権利落ち日から2027年４月１日までの取引日数）÷

（2026年５月14日から2027年４月１日までの取引日数）の累計
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③「平均株価算定期間」とは、2026年５月14日から本新株予約権の行使日の前日までの期間をいう。ただ

し、平均株価の算定において、以下のⅠもしくはⅡの期間における取引日またはⅢもしくはⅣに定める取引

日は平均株価算定期間に含めないものとする。

Ⅰ.当社が、野村證券株式会社（以下「野村證券」という。）または野村證券の親会社の関係会社との間で

元引受契約を締結して実施する株式または新株予約権（新株予約権付社債を含む。）の募集または売出

しにおける、当該募集または売出しに係る価格等の条件決定期間の初日から申込期日までの期間

Ⅱ.野村證券または野村證券の親会社の関係会社が公開買付代理人となる当社普通株式に対する公開買付け

が実施される場合における、当該公開買付け実施が公表された日の翌取引日から公開買付け終了日まで

の期間

Ⅲ.東証の取引参加者による取引行為を一般的に混乱または害する事由（下記Ⅳに定める事由を除く。）で

あると野村證券が判断した事由が生じた取引日（なお、野村證券が本Ⅲに定める事由の発生を了知した

場合、本新株予約権に係る新株予約権者は、実務上可能な限り速やかに、当社に対して、その旨を通知

するものとする。）

Ⅳ.東証の取引日において、売買高加重平均価格（VWAP）が表示されなかった取引日

 
(２)平均株価等の調整

(ⅰ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、平均株価は、以下の規定に従って調整された、平均株

価算定期間に属する各日の売買高加重平均価格（VWAP）の算術平均値（売買高加重平均価格（VWAP）が表示

されない日は計算に含めない。）に99.350％を乗じて得られた金額に2026年５月14日から行使日の前取引日

までのいずれかの日を権利付最終日とする一株あたりの各配当額（2027年３月期の中間配当および2026年10

月１日以降の日を権利付最終日とする各配当の配当額については、165円を控除する。）×（当該各配当に

係る権利落ち日から2027年４月１日までの取引日数）÷（2026年５月14日から2027年４月１日までの取引日

数）の累計を加えた金額（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨てる。）とする。

平均株価算定期間中に調整事由が生じた場合、発生した調整事由に係る調整事由効力発生日（以下に定義

する。）の前日以前の各日の当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格（VWAP）は、当該各日の売買高

加重平均価格（VWAP）に、当該調整事由について調整割合計算式（以下に定義する。）に従って算出される

調整割合を乗じた結果得られる金額（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨てる。）に

調整される。なお、平均株価算定期間中に複数の調整事由が生じた場合、当社は、発生したすべての調整事

由について、発生した調整事由ごとに、関連する調整事由効力発生日の前日以前の各日の売買高加重平均価

格（VWAP）に対して、上記の調整を行うものとし、ある日の売買高加重平均価格（VWAP）に対し複数回の調

整が行われることがある。

「調整事由」とは、当社が当社普通株式の株式分割、株式併合もしくは無償割当てまたは当社普通株式を

対価もしくは対象とする取得請求権付種類株式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てのい

ずれかを行った場合をいう。

「調整事由効力発生日」とは、当社が当社普通株式の株式分割または株式併合を行った場合には、当社普

通株式の株式分割または株式併合のための基準日（基準日を定めない場合は、効力発生日の前日とし、基準

日または効力発生日の前日が取引日でない場合は、それらの直前の取引日とする。）の１取引日前の日をい

い、また、当社が当社普通株式の無償割当てまたは当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種

類株式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てを行った場合には、当該無償割当ての効力発

生日の前日（効力発生日の前日が取引日でない場合は、その直前の取引日とする。）の１取引日前の日をい

う。ただし、当社普通株式の無償割当てまたは当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種類株

式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てについて、当社普通株主に割当てを受ける権利を

与えるための基準日がある場合は、その日（基準日が取引日でない場合は、その直前の取引日とする。）の

１取引日前の日とする。
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「調整割合」は、発生した調整事由ごとに、以下の計算式（以下「調整割合計算式」という。）に従って

計算される。なお、調整割合計算式の分母における交付普通株式数の加算は、株式併合の場合には、株式併

合により減少した株式数を減ずるものとし、当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種類株

式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当ての場合には、取得または行使により交付される株

式数を加算するものとして読み替えるものとする。
 

調整割合＝ 既発行普通株式数 ÷ （既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数）
 

ただし、既発行普通株式数および交付普通株式数ともに、当社が保有する当社普通株式数および当社に交付

される当社普通株式数を除く。
 

(ⅱ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、基準株価（（注）３に定義する。）は、当初の基準株

価に対して、割当日の翌日以降行使日までに発生したすべての調整事由について、発生した調整事由ごと

に、調整割合計算式に従って算出される調整割合を、順次すべて乗じた結果得られる金額（小数第１位まで

算出し、その小数第１位を切り捨てる。）に調整される。
 

(ⅲ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、取得済株式数は、当初の取得済株式数に対して、割当

日の翌日以降行使日までに発生したすべての調整事由について、発生した調整事由ごとに、調整割合計算式

に従って算出される調整割合で、順次すべて除した結果得られる株式数（小数第１位まで算出し、その小数

第１位を切り捨てる。）に調整される。
 

(ⅳ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合以外にも、次に掲げる場合（「調整事由」と併せて「調

整事由等」という。）には、平均株価、基準株価および取得済株式数（以下「平均株価等」と総称する。）

について必要な調整を行う。

Ⅰ.調整事由に含まれない当社普通株式の発行または当社が保有する当社普通株式の処分（無償割当てに

よる場合を含む。）のために平均株価等の調整を必要とするとき。

Ⅱ.資本金の減少、当社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の権利義務の全

部または一部の承継、または他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株式の全部の取

得のために平均株価等の調整を必要とするとき。

Ⅲ.その他当社既発行普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により平均株価等の調整

を必要とするとき。

 
（注）２～４ 上記「第25回新株予約権」の（注）２～４に記載のとおりであります。
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（第30回新株予約権）

決議年月日 2026年５月12日

新株予約権の数 １個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数 （注）１

新株予約権の行使時の払込金額 １円

新株予約権の行使期間 2026年11月13日から2027年４月23日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　１円
資本組入額　（注）２

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を第三者に譲渡する場合には、当社の書面
による事前承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４
 

 

（注）１ 新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

(１)本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個の行使請求により当社が

当社普通株式を交付する数（以下「交付株式数」という。）は、以下の計算式に従って算定される株式数

（単元未満株式については切り捨てる。）とする。
 

交付株式数 ＝ (ⅰ)取得済株式数 － (ⅱ)平均株価取得株式数（０を下回る場合には、０株とする。）
 

(ⅰ)「取得済株式数」は、2,414,783株。ただし、平均株価算定期間（下記(ⅱ)③に定義する。）中に調整

事由等（下記（２）に定義する。）が発生した場合には、取得済株式数は、下記（２）に従って調整さ

れる。

(ⅱ)「平均株価取得株式数」とは、以下の計算式に従った計算の結果得られる株式数（一株未満については

切り捨てる。）とする。

 
平均株価取得株式数 ＝ ①自己株式買付金額 ÷ ②平均株価
 

①「自己株式買付金額」は、58,220,426,166円
 

②「平均株価」とは、下記ⅠにⅡを加えた数値（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨

てる。）をいう。ただし、平均株価算定期間中に調整事由等が発生した場合には、当社は、下記（２）の規

定に従い、平均株価を調整するものとする。

Ⅰ.平均株価算定期間の各取引日においてBloomberg L.P.が提示する6367_JT Equity AQRの画面（またはそ

れに代わる画面もしくはサービス）に表示する当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格（VWAP）

の算術平均値（売買高加重平均価格（VWAP）が表示されない日は計算に含めない。）に99.275％を乗じ

て得られた金額

Ⅱ.2026年５月14日から行使日の前取引日までのいずれかの日を権利付最終日とする一株あたりの各配当額

（2027年３月期の中間配当および2026年10月１日以降の日を権利付最終日とする各配当の配当額につい

ては、165円を控除する。）×（当該各配当に係る権利落ち日から2027年４月23日までの取引日数）÷

（2026年５月14日から2027年４月23日までの取引日数）の累計
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③「平均株価算定期間」とは、2026年５月14日から本新株予約権の行使日の前日までの期間をいう。ただ

し、平均株価の算定において、以下のⅠもしくはⅡの期間における取引日またはⅢもしくはⅣに定める取引

日は平均株価算定期間に含めないものとする。

Ⅰ.当社が、野村證券株式会社（以下「野村證券」という。）または野村證券の親会社の関係会社との間で

元引受契約を締結して実施する株式または新株予約権（新株予約権付社債を含む。）の募集または売出

しにおける、当該募集または売出しに係る価格等の条件決定期間の初日から申込期日までの期間

Ⅱ.野村證券または野村證券の親会社の関係会社が公開買付代理人となる当社普通株式に対する公開買付け

が実施される場合における、当該公開買付け実施が公表された日の翌取引日から公開買付け終了日まで

の期間

Ⅲ.東証の取引参加者による取引行為を一般的に混乱または害する事由（下記Ⅳに定める事由を除く。）で

あると野村證券が判断した事由が生じた取引日（なお、野村證券が本Ⅲに定める事由の発生を了知した

場合、本新株予約権に係る新株予約権者は、実務上可能な限り速やかに、当社に対して、その旨を通知

するものとする。）

Ⅳ.東証の取引日において、売買高加重平均価格（VWAP）が表示されなかった取引日

 
(２)平均株価等の調整

(ⅰ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、平均株価は、以下の規定に従って調整された、平均株

価算定期間に属する各日の売買高加重平均価格（VWAP）の算術平均値（売買高加重平均価格（VWAP）が表示

されない日は計算に含めない。）に99.275％を乗じて得られた金額に2026年５月14日から行使日の前取引日

までのいずれかの日を権利付最終日とする一株あたりの各配当額（2027年３月期の中間配当および2026年10

月１日以降の日を権利付最終日とする各配当の配当額については、165円を控除する。）×（当該各配当に

係る権利落ち日から2027年４月23日までの取引日数）÷（2026年５月14日から2027年４月23日までの取引日

数）の累計を加えた金額（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨てる。）とする。

平均株価算定期間中に調整事由が生じた場合、発生した調整事由に係る調整事由効力発生日（以下に定義

する。）の前日以前の各日の当社普通株式の普通取引の売買高加重平均価格（VWAP）は、当該各日の売買高

加重平均価格（VWAP）に、当該調整事由について調整割合計算式（以下に定義する。）に従って算出される

調整割合を乗じた結果得られる金額（円位未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を切り捨てる。）に

調整される。なお、平均株価算定期間中に複数の調整事由が生じた場合、当社は、発生したすべての調整事

由について、発生した調整事由ごとに、関連する調整事由効力発生日の前日以前の各日の売買高加重平均価

格（VWAP）に対して、上記の調整を行うものとし、ある日の売買高加重平均価格（VWAP）に対し複数回の調

整が行われることがある。

「調整事由」とは、当社が当社普通株式の株式分割、株式併合もしくは無償割当てまたは当社普通株式を

対価もしくは対象とする取得請求権付種類株式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てのい

ずれかを行った場合をいう。

「調整事由効力発生日」とは、当社が当社普通株式の株式分割または株式併合を行った場合には、当社普

通株式の株式分割または株式併合のための基準日（基準日を定めない場合は、効力発生日の前日とし、基準

日または効力発生日の前日が取引日でない場合は、それらの直前の取引日とする。）の１取引日前の日をい

い、また、当社が当社普通株式の無償割当てまたは当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種

類株式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てを行った場合には、当該無償割当ての効力発

生日の前日（効力発生日の前日が取引日でない場合は、その直前の取引日とする。）の１取引日前の日をい

う。ただし、当社普通株式の無償割当てまたは当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種類株

式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当てについて、当社普通株主に割当てを受ける権利を

与えるための基準日がある場合は、その日（基準日が取引日でない場合は、その直前の取引日とする。）の

１取引日前の日とする。
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「調整割合」は、発生した調整事由ごとに、以下の計算式（以下「調整割合計算式」という。）に従って

計算される。なお、調整割合計算式の分母における交付普通株式数の加算は、株式併合の場合には、株式併

合により減少した株式数を減ずるものとし、当社普通株式を対価もしくは対象とする取得請求権付種類株

式、取得条項付種類株式もしくは新株予約権の無償割当ての場合には、取得または行使により交付される株

式数を加算するものとして読み替えるものとする。
 

調整割合＝ 既発行普通株式数 ÷ （既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数）
 

ただし、既発行普通株式数および交付普通株式数ともに、当社が保有する当社普通株式数および当社に交付

される当社普通株式数を除く。
 

(ⅱ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、基準株価（（注）３に定義する。）は、当初の基準株

価に対して、割当日の翌日以降行使日までに発生したすべての調整事由について、発生した調整事由ごと

に、調整割合計算式に従って算出される調整割合を、順次すべて乗じた結果得られる金額（小数第１位まで

算出し、その小数第１位を切り捨てる。）に調整される。
 

(ⅲ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合、取得済株式数は、当初の取得済株式数に対して、割当

日の翌日以降行使日までに発生したすべての調整事由について、発生した調整事由ごとに、調整割合計算式

に従って算出される調整割合で、順次すべて除した結果得られる株式数（小数第１位まで算出し、その小数

第１位を切り捨てる。）に調整される。
 

(ⅳ)平均株価算定期間中に調整事由が発生した場合以外にも、次に掲げる場合（「調整事由」と併せて「調

整事由等」という。）には、平均株価、基準株価および取得済株式数（以下「平均株価等」と総称する。）

について必要な調整を行う。

Ⅰ.調整事由に含まれない当社普通株式の発行または当社が保有する当社普通株式の処分（無償割当てに

よる場合を含む。）のために平均株価等の調整を必要とするとき。

Ⅱ.資本金の減少、当社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の権利義務の全

部または一部の承継、または他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株式の全部の取

得のために平均株価等の調整を必要とするとき。

Ⅲ.その他当社既発行普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により平均株価等の調整

を必要とするとき。

 
（注）２～４ 上記「第25回新株予約権」の（注）２～４に記載のとおりであります。

 
 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当する事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年９月30日 ― 293,113 ― 85,032 ― 82,977
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(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行㈱
（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号 赤坂イン
ターシティAIR

53,470 19.22

㈱日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８番12号 20,623 7.41

ステート ストリート バンク ア
ンド トラスト カンパニー 
505001
(常任代理人 ㈱みずほ銀行決済営
業部)

ONE CONGRESS STREET,SUITE 1,BOSTON,
MASSACHUSETTS,U.S.A.
 (東京都港区港南２丁目15番１号 品川イン
ターシティA棟)

12,270 4.41

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 7,000 2.52

ザ チェース マンハッタン バン
ク エヌエイ ロンドンエスイー
シーエス レンディング オムニバ
ス アカウント
(常任代理人 ㈱みずほ銀行決済営
業部)

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD, UNITED KINGDOM
 (東京都港区港南２丁目15番１号 品川イン
ターシティA棟）

5,788 2.08

ステート ストリート バンク ア
ンド トラスト カンパニー 
505103
(常任代理人 ㈱みずほ銀行決済営
業部)

ONE CONGRESS STREET,SUITE 1,BOSTON,
MASSACHUSETTS,U.S.A.
 (東京都港区港南２丁目15番１号 品川イン
ターシティA棟)

4,984 1.79

ジェーピー モルガン チェース
バンク 385781
(常任代理人 ㈱みずほ銀行決済営
業部)

25 BANK STREET,CANARY WHARF,LONDON E14
5JP, UNITED KINGDOM
 (東京都港区港南２丁目15番１号 品川イン
ターシティA棟）

3,939 1.42

㈱三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 3,811 1.37

住友生命保険相互会社 東京都中央区八重洲２丁目２－１ 3,595 1.29

全国共済農業協同組合連合会
東京都千代田区平河町２丁目７番９号 JA
共済ビル

3,582 1.29

計 ― 119,066 42.80
 

(注)　上記の所有株式のうち、日本マスタートラスト信託銀行㈱の53,470千株、㈱日本カストディ銀行の20,623千株

は信託業務に係る株式であります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 14,902,300
 

― ―

(相互保有株式)
普通株式 9,500
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 277,832,500
 

2,778,325 ―

単元未満株式 普通株式 369,673
 

― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 293,113,973 ― ―

総株主の議決権 ― 2,778,325 ―
 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権10個)含まれて

おります。

 

② 【自己株式等】

2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

ダイキン工業㈱

大阪市北区梅田一丁目
13番１号
大阪梅田ツインタワーズ・
サウス

14,902,300 ― 14,902,300 5.08

(相互保有株式)      

モリタニ・ダイキン㈱
東京都千代田区神田佐久間
河岸67 MBR99 5階

9,500 ― 9,500 0.00

計 ― 14,911,800 ― 14,911,800 5.09
 

(注) 2026年５月12日開催の取締役会決議により、2026年５月13日付で自己株式14,516,700株を取得しました。ま

た、コミットメント型自己株式取得（FCSR）の事後調整として、2026年８月６日付で26,900株、2026年８月13

日付で28,100株、2026年９月７日付で96,300株の自己株式を取得しました。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 933,484 932,047

  受取手形、売掛金及び契約資産 1,011,104 1,026,333

  商品及び製品 769,715 742,033

  仕掛品 78,570 109,098

  原材料及び貯蔵品 289,616 312,410

  その他 203,907 204,334

  貸倒引当金 △23,519 △24,581

  流動資産合計 3,262,880 3,301,677

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 585,839 580,627

   その他（純額） 878,635 910,822

   有形固定資産合計 1,464,475 1,491,450

  無形固定資産   

   のれん 274,767 245,403

   その他 394,774 377,544

   無形固定資産合計 669,541 622,947

  投資その他の資産   

   投資有価証券 199,020 201,249

   その他 213,812 224,691

   貸倒引当金 △490 △488

   投資その他の資産合計 412,342 425,452

  固定資産合計 2,546,359 2,539,850

 資産合計 5,809,240 5,841,527

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 419,985 454,144

  短期借入金 286,097 302,393

  コマーシャル・ペーパー 28,393 158,629

  1年内償還予定の社債 25,000 15,000

  1年内返済予定の長期借入金 94,285 79,221

  未払法人税等 50,632 45,076

  製品保証引当金 132,908 137,623

  その他 651,567 675,242

  流動負債合計 1,688,870 1,867,331

 固定負債   

  社債 200,000 280,000

  長期借入金 249,387 289,742

  退職給付に係る負債 23,418 22,578

  その他 331,026 336,558

  固定負債合計 803,831 928,879

 負債合計 2,492,702 2,796,210
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 85,032 85,032

  資本剰余金 68,521 66,660

  利益剰余金 2,252,762 2,372,540

  自己株式 △1,178 △350,512

  株主資本合計 2,405,138 2,173,720

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 82,318 81,935

  繰延ヘッジ損益 1,737 △193

  為替換算調整勘定 768,278 734,147

  退職給付に係る調整累計額 △7,632 △9,566

  その他の包括利益累計額合計 844,702 806,322

 新株予約権 4,813 4,033

 非支配株主持分 61,884 61,239

 純資産合計 3,316,538 3,045,317

負債純資産合計 5,809,240 5,841,527
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 2,478,798 2,910,766

売上原価 1,596,079 1,914,829

売上総利益 882,719 995,936

販売費及び一般管理費 ※1  636,117 ※1  725,143

営業利益 246,602 270,793

営業外収益   

 受取利息 8,551 9,326

 受取配当金 2,488 2,726

 持分法による投資利益 843 581

 インフレ会計調整額 5,983 －

 その他 4,151 4,379

 営業外収益合計 22,018 17,014

営業外費用   

 支払利息 20,756 23,564

 為替差損 1,049 7,970

 インフレ会計調整額 － 2,553

 その他 4,926 6,530

 営業外費用合計 26,732 40,619

経常利益 241,887 247,188

特別利益   

 土地売却益 2 －

 投資有価証券売却益 6 1,981

 関係会社株式売却益 0 －

 関係会社清算益 25 2,094

 退職給付制度改定益 1,345 2,123

 特別利益合計 1,380 6,199

特別損失   

 固定資産処分損 6,054 923

 投資有価証券評価損 11 6

 減損損失 － 1,239

 特別損失合計 6,066 2,169

税金等調整前中間純利益 237,202 251,218

法人税等 70,397 72,743

中間純利益 166,804 178,474

非支配株主に帰属する中間純利益 5,871 5,515

親会社株主に帰属する中間純利益 160,933 172,959
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益 166,804 178,474

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 15,813 △309

 繰延ヘッジ損益 517 △1,930

 為替換算調整勘定 50,065 △35,794

 退職給付に係る調整額 △3,968 △2,230

 持分法適用会社に対する持分相当額 △1,082 1,206

 その他の包括利益合計 61,344 △39,058

中間包括利益 228,149 139,416

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 221,856 134,579

 非支配株主に係る中間包括利益 6,293 4,836
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 237,202 251,218

 減価償却費 105,343 122,079

 のれん償却額 24,494 27,847

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △317 1,146

 受取利息及び受取配当金 △11,039 △12,053

 支払利息 20,756 23,564

 持分法による投資損益（△は益） △843 △581

 固定資産処分損益（△は益） 6,054 923

 投資有価証券売却損益（△は益） △6 △1,981

 投資有価証券評価損益（△は益） 11 6

 退職給付制度改定益 △1,345 △2,123

 売上債権の増減額（△は増加） 29,379 △28,156

 棚卸資産の増減額（△は増加） △37,863 △43,404

 仕入債務の増減額（△は減少） △11,015 38,951

 未払金の増減額（△は減少） △21,047 △12,520

 未払費用の増減額（△は減少） 17,577 20,086

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △181 41

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △579 △398

 その他 △27,012 34,271

 小計 329,566 418,917

 利息及び配当金の受取額 12,177 12,260

 利息の支払額 △20,698 △23,172

 法人税等の支払額 △77,628 △66,986

 営業活動によるキャッシュ・フロー 243,416 341,019

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △94,121 △123,494

 有形固定資産の売却による収入 2,329 4,663

 投資有価証券の取得による支出 △1,500 △3,158

 投資有価証券の売却による収入 6 2,425

 関係会社株式の取得による支出 △250 －

 事業譲受による支出 △889 △2,987

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△47,602 △729

 
連結の範囲の変更を伴う子会社出資金の取得に
よる支出

△2,006 －

 定期預金の増減額（△は増加） △46,923 △40,783

 その他 △8,952 △19,697

 投資活動によるキャッシュ・フロー △199,910 △183,761
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           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △13,964 151,382

 長期借入れによる収入 67,884 81,878

 長期借入金の返済による支出 △45,303 △53,754

 社債の発行による収入 49,830 79,746

 社債の償還による支出 △15,000 △10,000

 自己株式の取得による支出 △0 △350,000

 配当金の支払額 △42,444 △51,240

 非支配株主からの払込みによる収入 － 256

 非支配株主への配当金の支払額 △6,122 △4,197

 リース債務の返済による支出 △30,322 △36,818

 その他 △160 △3,466

 財務活動によるキャッシュ・フロー △35,603 △196,212

現金及び現金同等物に係る換算差額 14,932 △5,327

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 22,835 △44,283

現金及び現金同等物の期首残高 658,105 706,523

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
の増減額（△は減少）

－ △607

現金及び現金同等物の中間期末残高 680,940 661,632
 

 

EDINET提出書類

ダイキン工業株式会社(E01570)

半期報告書

36/45



【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 
当中間連結会計期間

(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

当中間連結会計期間における連結子会社の増減は、次のとおりであります。

 
(増加)

買収によるもの

ダイキン アングエン ソリューションズ ジョイント ストック カンパニー

 
新設によるもの

ダイキン トヨタツウショウ エレクトロニクス（タイランド）リミテッド、ダイキン エアコンディショ

ニング ロワー ガルフ エルエルシー、ダイキン リサーチ アンド デベロップメント インディア プライ

ベート リミテッド、ダイキン トレーディング モーリシャス リミテッド

 
(減少)

連結子会社同士の合併によるもの

フランダース ホールディングス エルエルシー及びその他８社、クリマ フレックス エスエイ デ シーブ

イ、エスエイイージー エンジニアリング グループ エスエイエス及びその他２社

 

清算によるもの

大金フッ素塗料（上海）有限公司

 
変更後の連結子会社の数

315社

 
(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

 
(増加)

新設によるもの

シーディー コンプレッション テクノロジーズ メキシコ エス デ アールエル デ シーブイ、ガーディ

ナー ファイア アンド セキュリティ エルエルシー

 
(減少)

該当する事項はありません。

 
(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

 従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であった、キュースラゲ エービー、デュプロマティック エム

エス エスピーエイ及びその他９社、及び決算日が１月31日であった、サーモシステムズ エルエルシー、及

び決算日が２月28日であった、トライステート HVAC エキップメント エルエルシーについては同日現在の

財務諸表を使用し連結決算日との間に生じた取引については、連結上必要な調整を行っておりましたが、決

算日を３月31日に変更したことに伴い、当中間連結会計期間はキュースラゲ エービー、デュプロマティッ

ク エムエス エスピーエイ及びその他９社については2026年１月１日から2026年３月31日までの３ヶ月分の

損益、サーモシステムズ エルエルシーについては2026年２月１日から2026年３月31日までの２ヶ月分の損

益、トライステート HVAC エキップメント エルエルシーについては2026年３月１日から2026年３月31日ま

での１ヶ月分の損益について利益剰余金で調整し連結しております。

 
 

 

EDINET提出書類

ダイキン工業株式会社(E01570)

半期報告書

37/45



 

(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当中間連結会計期間

(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．税金費用の計算  当社及び一部の連結子会社は、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益

に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前中間

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。ただ

し、当該見積実効税率を用いて計算すると著しく合理性を欠く結果となる場

合には、法定実効税率を使用する方法を採用しております。
 

 

(中間連結貸借対照表関係)

　１ 手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

受取手形裏書譲渡高 2,437百万円 3,341百万円
 

 
 
(中間連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

貸倒引当金繰入額 △9百万円 1,483百万円

製品保証引当金繰入額 118,546百万円 137,623百万円

役員及び従業員給与手当 229,068百万円 258,327百万円

退職給付費用 5,460百万円 6,222百万円

のれん償却額 24,494百万円 27,847百万円
 

 
２ 当社グループは、「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務

対応報告第46号 2024年３月22日）第７項を適用し、当中間連結会計期間を含む対象会計年度に関する国際最低課

税額に対する法人税等を計上しておりません。

 
 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

現金及び預金 876,254百万円 932,047百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △195,313百万円 △270,415百万円

現金及び現金同等物 680,940百万円 661,632百万円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 42,457 145 2025年３月31日 2025年６月30日
 

 

２ 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年11月５日
取締役会

普通株式 利益剰余金 48,317 165 2025年９月30日 2025年12月２日
 

 

３ 株主資本の著しい変動

該当する事項はありません。

 

当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 51,248 175 2026年３月31日 2026年６月29日
 

 

２ 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年11月５日
取締役会

普通株式 利益剰余金 51,469 185 2026年９月30日 2026年12月２日
 

 

３ 株主資本の著しい変動

当社は、2026年５月12日開催の取締役会決議に基づき、2026年５月13日付で自己株式14,516,700株を取得してお

ります。また、コミットメント型自己株式取得（FCSR）の事後調整として、2026年８月６日付で26,900株、2026年

８月13日付で28,100株、2026年９月７日付で96,300株の自己株式の取得を行っており、この結果、自己株式が

349,997百万円増加しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

   (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連
結損益計
算書計上
額(注)３

空調・冷凍機
事業

化学事業 計

売上高        

 日本 340,618 29,215 369,833 25,619 395,452 － 395,452

 米国 898,817 24,219 923,036 6,953 929,989 － 929,989

 欧州 361,370 24,320 385,690 8,601 394,292 － 394,292

 アジア・オセアニア 305,609 17,758 323,368 2,226 325,595 － 325,595

 中国 230,415 30,354 260,769 1,026 261,796 － 261,796

 その他 170,021 916 170,937 733 171,671 － 171,671

　顧客との契約から
　生じる収益

2,306,852 126,784 2,433,637 45,161 2,478,798 － 2,478,798

 その他の収益 － － － － － － －

 外部顧客への売上高 2,306,852 126,784 2,433,637 45,161 2,478,798 － 2,478,798

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,131 13,780 14,911 576 15,488 △15,488 －

計 2,307,983 140,565 2,448,548 45,738 2,494,287 △15,488 2,478,798

セグメント利益 232,320 13,655 245,976 629 246,606 △3 246,602
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、油機事業、特機事業、電子システ

ム事業を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△3百万円は、セグメント間取引消去であります。

３ セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当する事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当する事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当する事項はありません。
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Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

   (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連
結損益計
算書計上
額(注)３

空調・冷凍機
事業

化学事業 計

売上高        

 日本 396,475 32,904 429,380 27,624 457,004 － 457,004

 米国 1,058,958 29,452 1,088,410 8,660 1,097,071 － 1,097,071

 欧州 438,408 23,362 461,770 11,570 473,340 － 473,340

 アジア・オセアニア 377,063 24,091 401,154 2,261 403,416 － 403,416

 中国 242,447 47,853 290,300 1,443 291,744 － 291,744

 その他 186,304 1,125 187,429 758 188,187 － 188,187

　顧客との契約から
　生じる収益

2,699,657 158,789 2,858,447 52,319 2,910,766 － 2,910,766

 その他の収益 － － － － － － －

 外部顧客への売上高 2,699,657 158,789 2,858,447 52,319 2,910,766 － 2,910,766

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,443 16,319 17,763 669 18,432 △18,432 －

計 2,701,101 175,109 2,876,210 52,988 2,929,199 △18,432 2,910,766

セグメント利益 244,364 24,214 268,579 2,212 270,791 1 270,793
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、油機事業、特機事業、電子システ

ム事業を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額1百万円は、セグメント間取引消去であります。

３ セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当する事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当する事項はありません。

 

(金融商品関係)

金融商品の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありませ

ん。

 
(有価証券関係)

有価証券の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありませ

ん。
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(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の中間連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありませ

ん。

　

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

(1) １株当たり中間純利益金額 549円61銭 612円34銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額(百万円) 160,933 172,959

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益金
額(百万円)

160,933 172,959

普通株式の期中平均株式数(千株) 292,811 282,456

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 549円18銭 611円84銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(千株) 231 230

（うち新株予約権方式ストック・オプション(千株)） (231) (229)

（うち事後交付型譲渡制限付株式報酬(千株)） － (1)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り中間純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、
前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

 

(重要な後発事象)

該当する事項はありません。

 

２ 【その他】

2026年11月５日に開催した取締役会において、当期の中間配当につき、次のとおり決議しました。

 総額          51,469,148,590円

 １株当たりの額 185円00銭
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月５日

ダイキン工業株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ

大阪事務所
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士 河  津   誠  司  
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士 石  原   伸  一  
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山  西   基  嗣  
 

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイキン工業株

式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイキン工業株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 ・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 ・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項

が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レ

ビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結

財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが

求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状

況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

 ・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた

中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

 ・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以 上

 
 

(注) １. 上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２. XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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